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命     令     書 
 

 

       申 立 人 Ｅ組合 

             代表者 執行委員長 Ｂ 

 

       被申立人 Ｆ会社 

             代表者 代表取締役 Ｃ 

 

 上記当事者間の令和６年(不)第18号事件について、当委員会は、令和７年２月26日の公

益委員会議において、会長公益委員小林正啓、公益委員横山耕平、同大江博子、同尾川雅

清、同酒井貴子、同土谷喜輝、同鶴田滋、同船木昭夫、同宮崎陽子及び同本西泰三が合議

を行った結果、次のとおり命令する。 

 

主         文 

被申立人は、申立人が令和６年３月24日付けで申し入れた団体交渉に、大阪市内又は大

阪府東大阪市内において応じなければならない。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求する救済内容の要旨 

 大阪での誠実団体交渉応諾 

第２ 事案の概要 

本件は、被申立人の従業員１名が店長から解雇通告を受けて組合に加入し、申立人が

団体交渉を申し入れたところ、被申立人が、代表者の居住地である埼玉県での開催を主

張し続けて団体交渉を拒否したことが、不当労働行為であるとして申し立てられた事件

である。 

第３ 争   点 

申立人の令和６年３月24日付け団体交渉申入れに対する被申立人の対応は、正当な理

由のない団体交渉拒否に当たるか。 

第４ 認定した事実 

証拠及び審査の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

１ 当事者等 
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（１）被申立人Ｆ会社（以下「会社」という。）は、肩書地に本社を置き、飲食店経営

等を業とする株式会社で、その従業者数は本件審問終結時約10名である。会社の

代表取締役であるＣ（以下「社長」という。）は、会社の設立以降、埼玉県本庄

市内に居住している。 

（２）申立人Ｅ組合（以下「組合」という。）は、肩書地に事務所を置く個人加盟の労

働組合であり、その組合員数は本件審問終結時約300名である。 

２ 本件の申立てに至る経過について 

（１）令和６年３月中旬、会社が運営する大阪府東大阪市内の飲食店に勤務していたＤ

（以下、組合加入前を含めて「Ｄ組合員」という。）と同飲食店に勤務していた

アルバイト従業員Ａ（以下「Ａ従業員」という。）との間で、勤務時間外の会食

においてもめごとが生じた。 

後日、Ａ従業員が同飲食店店長（以下「店長」という。）に退職を申し出、ま

た、Ｄ組合員と店長及び社長との間で、それぞれ、Ｄ組合員のその後の勤務につ

いてやり取りがあった。 

その後、Ｄ組合員は、組合に加入した。 

（２）組合は、令和６年３月20日付けで、会社に対し「労働組合加入通知および団体交

渉申入書」（以下、団体交渉を「団交」といい、この書面を「3.20団交申入書」

という。）を提出し、Ｄ組合員が組合に加入したことを会社に通知するとともに

団交を申し入れた。3.20団交申入書には、「≪団体交渉申入≫」として、以下の

記載があった。 

「 ３月17日貴社は、解雇を通告されました。その後その発言を否定されていま

すが、トラブルの一方の当事者であるアルバイトを一方的に復職させ、Ｄ組合

員を放置しています。また、21日からのシフトでＤ組合員の名前も削除されて

います。これは退職を強要しようとするものであり、不当です。 

Ｄ組合員は、３月25日より復職します。しかし、問題は残されたままです。 

本件について、話し合いで問題を解決するため、以下団体交渉を申入れます。

（略） 

記 

１，日時  2024年３月23日（土）14時 

不調の場合は、１週間以内の別候補日を複数ご提案ください。 

２，場所  Ｅ（今回に限りＺｏｏｍでも可） 

３，参加者 会社 代表者または、交渉事項に決定権限を有する方 

組合 当該組合員、執行委員 

４，要求項目 
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（１）解雇を通知した経緯について説明し、謝罪文を交付すること。 

（２）『２人で話し合え』などと指示しておきながら、一方の当事者のみを無

条件で復職させた経緯について説明し、謝罪文を交付すること。 

（３）３月18日～24日まで休業している間の賃金もカットせず支払うこと。 

（４）Ｄ組合員としては上記を解決したうえで働き続けることを希望していま

すが、万が一どうしてもＤ組合員の退職を希望するのであれば、会社都合の退

職とし解決金25万円を支払うこと。 

（５）組合加入や組合活動を理由として不利益取扱いを行わないこと。 

（６）合意内容を協定書化すること。 

本件に関する諾否を、22日（金）12時までに、必ず書面でご連絡ください。 

本書はメールと郵送します。                      」 

（３）組合は、令和６年３月24日付けで、「ご連絡（１）」と題する書面（以下「本件

団交申入書」という。）を提出し、Ｄ組合員の解雇について団交を申し入れた

（以下、この団交申入れを「本件団交申入れ」という。）。 

本件団交申入書には、以下の記載があった。 

「 （略）事実関係を改めて確認したところ、店舗責任者は、３月18日の即時解

雇について『社長と相談して解雇する』と明言しており、会社として解雇の意

思表示をしたものに他なりません。現在解雇されている状態ですから、出勤で

きません。民法540条第２項は、解除の意思表示は撤回できないと定めており、

解雇は一方的に撤回できません。 

解雇に関する義務を履行していただきたく、以下面談での団体交渉を申しい

れます。団交拒否は労働組合法違反です。 

記 

 

１，日時  2024年３月30日（土）14時 

不調の場合は、１週間以内の別候補日を複数ご提案ください。 

２，場所  Ｅ事務所 

３，参加者 会社 代表者または、交渉事項に決定権限を有する方 

      組合 当該組合員、執行委員 

４，要求項目 

（１）解雇を通告した経緯について説明し、謝罪文を交付すること。 

（２）解雇予告手当25万円を支払うこと。 

（３）（１）に関連し慰謝料を支払うこと。 

（４）離職票（離職理由解雇または、退職勧奨に応じたことによる退職）、社
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会保険手続きなど離職手続きを直ちに行うこと。 

（５）組合加入や組合活動を理由として不利益取扱いを行わないこと。 

（６）合意内容を協定書化すること。 

本件に関する諾否を、27日（水）17時までに、必ず書面でご連絡ください。 

本書はメールと郵送します。                      」 

（４）社長は、令和６年３月26日付けで、組合に対し、「ご連絡（１）」と題する書面

（以下「3.26会社連絡書」という。）を提出した。3.26会社連絡書には、会社で

も事実関係を聴取したところ、店長は「解雇する」との発言、意思表示はしてお

らず、社長も発言しておらず、社長は無断欠勤と認識しているので、一日でも早

く出勤されたい旨等記載され、また、本件団交申入書記載の要求項目のうち、

(１)から(４)及び(６)については「解雇しておりません」との回答が、また、

(５)については「しておりません」との回答がそれぞれ記載され、さらに、団交

について、以下の記載があった。 

「団交に関しましては、 

私も仕事がございますので、 

１，日時   2024年４月11日 木曜日 

15:00～ 

２，場所   〒367-0052 埼玉県本庄市 

はにぽんプラザ 内 

本庄市市民活動交流センター（はにぽんプラザ）活動室Ａ 

でのご対応になります。ご確認宜しくお願い致します。          」 

（５）組合は、令和６年３月30日付けで、会社に対し、「ご連絡（２）」と題する書面

（以下「3.30組合連絡書」という。）を提出した。3.30組合連絡書には、「本件

解決に向けて、以下面談での団体交渉を申しいれます。埼玉での開催を申し出て

おられますが、それは団交拒否以外の何物でもありません」と記載され、また、

「１，日時」を「2024年４月３日14時」とするほかは、「２，場所」、「３，参

加者」及び「４，要求事項」として、本件団交申入書と同一の記載があった。 

（６）社長は、令和６年４月３日付けで、組合に対し、「ご連絡（３）」と題する書面

（以下「4.3会社連絡書」という。）を提出した。4.3会社連絡書には、「４，要

求事項」に対する回答として3.26会社連絡書記載の回答と同一内容の記載があり、

また、「団体交渉に関しましては、拒否は致しておりません。私も仕事がござい

ますので、」との記載に続いて、「１，日時」及び「２，場所」として3.26会社

連絡書と同一の記載が、それぞれあった。 

（７）組合は、令和６年４月３日付けで、会社に対し、「ご連絡（３）」と題する書面
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（以下「4.3組合連絡書」という。）を提出した。4.3組合連絡書には、「貴社の

対応は、明らかな団体交渉の拒否であり、断固抗議します。団交拒否は、労働組

合法第７条に抵触する違法行為であり到底許されるものではありません。改めて、

以下面談での団体交渉を申し入れます。」との記載があり、また、「１，日時」

を「2024年４月７日（日）14時」とするほかは、「２，場所」、「３，参加者」

及び「４，要求事項」として、本件団交申入書と同一の記載があった。 

（８）社長は、令和６年４月４日付けで、組合に対し、「ご連絡」と題する書面（以下

「4.4会社連絡書」という。）を提出した。4.4会社連絡書には、「４、要求事項」

に対する回答として3.26会社連絡書記載の回答と同一内容の記載があり、また、

「団体交渉に関しましては、拒否は致しておりません。私も仕事がございますの

で、（店舗に立っているため、休めません。店を休むと損害が出ます。）」との

記載に続いて、「１、日時」及び「２、場所」として3.26会社連絡書と同一内容

の記載及び「又はＺｏｏｍでの対応」との記載があった。 

（９）組合は、令和６年４月７日付けで、会社に対し、「ご連絡（４）」と題する書面

（以下「4.7組合連絡書」という。）を提出した。4.7組合連絡書には、「要求事

項については、我々としても要求を100％実行することを求めている訳ではなく、

柔軟な対応を用意しています。しかし、要求について全く譲歩せず、あくまで現

在のような対応を続けるならば、こちらとしても、宣伝行動などで実態を広く社

会に訴えざるをえません。また、労働組合法に従って、大阪府労働委員会に対し

て、団体交渉拒否の救済申立てをせざるをえません。団交拒否をしているかいな

いか、大阪府労働委員会の審問廷で決着をつけることになります。改めて、以下

面談での団体交渉を申し入れますので、誠実な対応をお願いします」と記載され、

また、「１，日時」を「2024年４月12日（金）14時」とするほかは、「２，場

所」、「３，参加者」及び「４，要求事項」として、本件団交申入書と同一の記

載があった。 

（10）社長は、令和６年４月９日付けで、組合に対し、「ご連絡」と題する書面（以下

「4.9会社連絡書」という。）を提出した。4.9会社連絡書には、「４、要求事項」

に対する回答として、3.26会社連絡書記載の回答と同一内容の記載があり、また、

「団体交渉に関しましては、拒否は致しておりません。私も仕事がございますの

で、（店舗に立っているため、休めません。店を休むと損害が出ます。）」との

記載に続いて、「１、日時」及び「２、場所」として3.26会社連絡書と同一内容

の記載並びに「又はＺｏｏｍでの対応 でのご対応になります。ご確認宜しくお

願い致します。先ずはＺｏｏｍでのお打ち合わせで如何でしょうか？」との記載

があった。 
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（11）令和６年４月11日、組合は、当委員会に対し、不当労働行為救済申立て（以下

「本件申立て」という。）をした。 

第５ 争点に係る当事者の主張 

１ 被申立人の主張 

（１）背景について 

会社は、令和６年３月12日、Ｄ組合員がプライベートの飲み会においてＡ従業

員に対して傷害事件を起こしたことを確認した。この事件を受け、被害を受けた

Ａ従業員は精神的苦痛を受け、同月15日に店長に退職を申し出た。同月17日、店

長がＤ組合員に面談を行い、傷害について謝罪するよう求めたが、Ｄ組合員は謝

罪を拒否した。これを受けて、店長が、「人に傷害を与えて、謝れない。この様

な問題を起こした人とは一緒に仕事ができない」と伝えたところ、Ｄ組合員から

「解雇ですか」と質問があったが、店長は、社長に確認する旨返答し、その場で

は何も決定していない。 

同月18日、店舗で起こったことを初めて聞いた社長が、両当事者から話を聞き、

職場環境改善のため、Ｄ組合員に対し、①解雇ではなく、２人とも仕事を辞めず

に仲直りするのが望ましい、②ただし、話合いが決裂する場合は、どちらかがや

めるか、双方がやめるかの判断をせざるを得ない旨述べところ、Ｄ組合員は、

「はい」と了承したが、同日中に組合に加入し、不当解雇であるとの申入れが届

いた。 

Ａ従業員は、話し合ってから退職か継続か決めてほしいとの社長の要望により

職場復帰したが、Ｄ組合員はその後出勤していない。 

（２）解雇の事実がないことについて 

ア 社長は、Ｄ組合員を解雇する意思を表明しておらず、むしろ勤務継続を希望

している。また、店長が「一緒に働けない」と発言したのは、傷害事件による

職場の混乱を踏まえたものであり、解雇を指し示すものではない。 

イ 社長は、複数回にわたり、Ｄ組合員に対して勤務を続けるよう要請している。 

ウ 令和６年３月18日の電話で、Ｄ組合員は「はい」と返答しており、その場で

解雇を主張するような反応は一切なかった。 

（３）団交の必要性について 

ア 解雇の事実がない以上、本件団交申入れの要求事項は、労働条件の維持改善

に該当する問題ではなく、団交の対象事項ではない。 

イ 組合が提出した「不当解雇」の申入れは事実誤認に基づいており、誠実な交

渉が成立する状況ではない。 

（４）団交の開催について 
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社長は、埼玉県でも会社を経営しており、令和６年３月には新店舗の運営を始

めた。同店舗には定休日を設けておらず、社長は毎日現場で指揮を執っている。

社長が１日大阪に行けば、１日30万円の損害が出る。会社は団交を拒否してはい

ないが、大阪に直接赴くことができないため、埼玉県での開催又はＺｏｏｍ（ウ

ェブ会議システム）での開催を希望した。 

ネット環境が有れば、Ｚｏｏｍで話合いができると思っており、それでだめな

理由が不明である。 

２ 申立人の主張 

（１）不当労働行為に至る経過について 

Ｄ組合員は、令和６年３月中旬、会社の東大阪市内の飲食店で正社員として働

いていたが、同じ店舗で働いていたＡ従業員と業務外の飲み会でトラブルになり、

Ａ従業員は退職した。同月17日、Ｄ組合員はその経過を店舗責任者である店長に

報告したが、店長はＤ組合員に対して「解雇する」、「もう明日から来なくて良

い」と通告した。その後、店長はＬＩＮＥ（通信・メールアプリ）でＤ組合員に

対して「鍵とユニフォームを返却するように」と連絡してきた。Ｄ組合員は「離

職票など解雇手続きをきちんとするように」、「解雇予告手当を支払うように」

とＬＩＮＥで求めた。その後、社長から電話がかかってきて、「雇用関係がある

のは自分とＤ組合員との間であり、店長が解雇するという発言は会社の意思では

ない。店長が勝手に行ったことだ」と主張した。さらに、組合員とＡ従業員の間

でよく話し合って、２人とも辞めるか、２人とも出勤するか、どちらかが出勤す

るか、決めてほしいということであった。しかし、Ａ従業員は既に出勤しており、

Ｄ組合員は勤務シフトから名前が削除されて出勤できないような状態になってい

た。 

（２）本件不当労働行為に該当する事実について 

ア 令和６年３月20日、組合は3.20団交申入書を会社に送付し、団交を申し入れ

た。組合としては、まず出勤の実態を作った方がよいのではないかと考え、シ

フトを入れるように会社に要求したが、Ｄ組合員は、会社が自分を解雇したこ

とが事実であり、解雇についての責任をきちんと会社に取らせたいという意向

であり、組合の認識が少しずれていたことが判明した。 

イ そこで、事実関係を再確認し、要求事項を整理した上で、改めて、令和６年

３月24日に本件団交申入れをした。その要求事項は，①解雇を通告した経緯に

ついて説明し、謝罪文を交付すること、②解雇予告手当25万円を支払うこと、

③上記①に関連して慰謝料を支払うこと、④離職票に離職理由を解雇又は退職

勧奨による退職として記載し、社会保険手続等の離職手続を直ちに行うこと、
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⑤組合加入や組合活動を理由に不利益取扱いを行わないこと、⑥合意内容を協

定書化すること、であった。 

ウ これに対して、会社は3.26会社連絡書で回答を送付してきた。それによれば、

解雇するとの発言や意思表示は行っていないと主張し、団交については埼玉県

本庄市の施設で開催するとのことだった。会社は、基本的に埼玉県での開催を

主張し続けているが、会社は、大阪に登記された大阪の会社であり、大阪で営

業を行っている。しかも関係者が全員大阪に在住しているので、組合のある大

阪で交渉を行うべきである。 

（３）Ｚｏｏｍでの交渉に係る主張について 

会社は、Ｚｏｏｍでのやり取りができるのではないかと言っている。しかし、

解雇問題のように双方の意見が激しく対立する団交は、Ｚｏｏｍで開催すること

はできない。また、店舗責任者は大阪に在住しており、その店舗責任者が直接的

に解雇通告をしたわけだから、解雇を通告した事実関係を確認するには、店舗責

任者が団交に出席して話すのが最も確実である。社長がどうしても大阪に来られ

ないのであれば、店舗責任者に権限を委任し、店舗責任者が団交で話すことが適

切である。埼玉での開催やＺｏｏｍでの開催に固執することは、一見、団交に応

じると言いながら、実質的には団交を拒否していることにほかならない。 

なお、Ｚｏｏｍでの団交開催が認められない理由は、①利害の相対立する労使

が直接会うことで築かれる信頼関係の構築ができないこと、②ネットワークの遅

延や映像の質により誤解が生じるリスクがあり、正確な意思疎通の確保ができな

いこと、③技術的な問題により交渉が中断されるようなリスクがあること、④画

面外に誰がいるか分からず、無断録画も防げず、当事者のプライバシーに関わる

秘密の保持が保障されないこと、⑤交渉の緊張感と真剣さが維持されないこと、

⑥相手の反応を即座に確認しての、適切な判断が下しにくく、資料の提示も即時

に行えないこと、⑦表情、ジェスチャー、姿勢といった非言語的なコミュニケー

ション手段が活用できないこと、等である。 

（４）まとめ 

以上のとおり、会社が団交を拒否する正当な理由はない。 

第６ 争点に対する判断 

組合の本件団交申入れに対する会社の対応は、正当な理由のない団交拒否に当たるか

について、以下判断する。 

１ 前記第４．２(３)、(４)、(６)、(８)、(10)認定によれば、組合が、令和６年３月

24日付けで会社に本件団交申入れをしたの対し、会社は、組合の求める場所及び方式

での団交に応じなかったことが認められる。 
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労働組合法第７条第２号は、「使用者が雇用する労働者の代表者と団体交渉をす

ることを正当な理由なく拒むこと」を不当労働行為として禁止しているので、本件団

交申入れに対する会社の対応が、正当な理由のない団交拒否に当たるかについて、以

下検討する。 

２ まず、本件団交申入れの要求事項が義務的団交事項に当たるかについてみる。 

前記第４．２(３)認定によれば、本件団交申入れの要求事項は、いずれも、主に、

Ｄ組合員の解雇問題に関しての要求という労働条件その他の待遇に係る事項であるか

ら、義務的団交事項に当たる。 

この点、会社は、解雇の事実がない以上、本件団交申入れの要求事項は、労働条

件の維持改善に該当する問題ではなく、団交の対象事項ではないと主張する。しかし

ながら、この主張は、最終陳述において初めてなされた時機を逸したものである上、

そもそも、解雇の事実の有無に関して労使間に争いがあるのであるから、それも含め

て団交で話し合うべきであって、会社の主張は採用できない。 

３ そこで、会社が組合の求める場所及び方式での団交に応じなかったことに、正当な

理由があるかについてみる。 

（１）会社は、大阪に直接赴くことができないため、埼玉県での又はＺｏｏｍでの団交

開催を希望した旨主張するので、会社が埼玉県での開催又はＺｏｏｍでの開催を

団交の条件としたことに、正当な理由があるかについてみる。 

（２）まず、会社が埼玉県本庄市内での開催を団交の条件とした点についてみる。 

ア 団交の場所は、本来労使双方の合意によって定めるのが原則である。しかし

ながら、合意が成立しないことから使用者が交渉場所を指定し、労働組合がこ

れに同意しないため、結局団交がなされなかった場合においては、組合員の就

業場所等、当該組合と使用者の労使関係が展開している場所を基本としつつも、

使用者がそれ以外の場所を指定したことに合理的な理由があり、かつ、当該指

定場所で団交をすることが当該組合や組合員に格別の不利益をもたらさないと

いえるときには、使用者が自ら指定した場所以外での団交を拒否したことには

正当な理由が認められ得るが、これらの事情が認められないときには、他に特

段の事情がない限り、使用者の団交拒否は正当な理由がないと解するのが相当

である。 

イ まず、組合と使用者の労使関係が展開している場所についてみると、前記第

４．１、２(１)認定によれば、組合の所在地は大阪市であり、会社の所在地及

び組合員の就業場所はいずれも大阪府東大阪市であることが認められ、このこ

とから、労使関係が展開している場所は大阪市及び大阪府東大阪市であったと

みることができる。したがって、団交の場所は、大阪市及び大阪府東大阪市を
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基本とすべきである。 

ウ 次に、会社は、団交の場所として、基本とすべき大阪市及び大阪府東大阪市

ではなく、埼玉県本庄市を指定しているので、これに合理的な理由があるかに

ついてみる。 

（ア）前記第４．２(４)、(６)、(８)、(10)認定によれば、3.26会社連絡書、4.3

会社連絡書、4.4会社連絡書及び4.9会社連絡書に、会社が団交を拒否してい

ないことに関して、「私も仕事がございますので」、「私も仕事がございま

すので（店舗に立っているため、休めません。店を休むと損害が出ます）」

との記載があったことが認められ、このことから、会社が団交の場所として

埼玉県本庄市内を指定した理由は、「社長が埼玉県内の別店舗に毎日出勤し

ており、その業務を休むと損害が出るため」であったということができる。 

（イ）しかし、団交はそもそも会社が法人として対応するものであって、社長が

個人として対応するものではないのであるから、会社は、社長が多忙で出席

できないというのであれば、交渉権限を付与した従業員を団交に出席させる

こともできるのであって、団交を埼玉県本庄市内で開催しなければならない

理由はない。 

（ウ）仮に、交渉権限を付与することのできる従業員がいないなど、社長本人が

出席しなければ交渉ができない事情があったとしても、多忙などといった社

長個人の都合により、会社の本社所在地から遠く離れた埼玉県本庄市内にお

いて団交を開催しなければならない理由はない。 

なお、会社は、社長が別店舗に毎日出勤しており、その業務を休むと損害

が出る旨主張するが、社長は埼玉県でも会社を経営しているとの会社の主張

からして、同店舗は社長が経営する別会社の店舗とみられ、そうであれば、

そもそも、そこでの業務や損益は組合と会社の労使関係に何ら関わりがない

のであって、この点からも、団交を埼玉県本庄市内で開催しなければならな

い理由はないというべきである。 

（エ）以上のことからすると、団交の場所として埼玉県本庄市を指定したことに、

合理的な理由はない。 

エ そのほか、会社が大阪市又は大阪府東大阪市での団交開催に応じないことに、

正当な理由を認めるべき特段の事情もない。 

オ したがって、会社が埼玉県本庄市内での開催を団交の条件としたことに、正

当な理由はない。 

（３）次に、Ｚｏｏｍでの開催を団交の条件としたことについてみる。 

ア 団交は、本来利害の対立する労使双方が同席、相対峙して自己の意思を円滑
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かつ迅速に相手に直接伝達することによって協議、交渉を行うことが原則であ

るから、対面で行えない特段の事情がない限り、Ｚｏｏｍ等を利用したウェブ

上での開催を団交の条件とすることは、対面での団交を拒否する正当な理由に

はならない。 

イ この点を本件についてみると、会社がＺｏｏｍでの団交開催を求めた理由が

「社長が埼玉県内の別店舗に毎日出勤しており、その業務を休むと損害が出る

ため」であったといえることは、前記ウ(ア)のとおりである。しかし、団交は

そもそも会社が法人として対応すべき業務であって、社長個人の多忙が対面で

の交渉、協議を行えない理由にはならないのであって、会社がＺｏｏｍでの開

催を団交の条件とするべき特段の事情があったとはいえない。 

ウ したがって、会社がＺｏｏｍでの開催を団交の条件としたことに、正当な理

由はない。 

（４）なお、会社は、組合による「不当解雇」の申入れは事実誤認に基づいており、誠

実な交渉が成立する状況ではないとも主張するが、この主張は、最終陳述におい

て初めてなされた時機を逸したものである上、会社は、組合の団交申入れが事実

誤認に基づくと考えるのであれば、団交の場でそのことを主張して話し合うべき

であって、会社がそのように考えたことをもって、団交応諾義務が免ぜられるも

のではない。 

（５）以上のことからすると、会社が、埼玉県での又はＺｏｏｍでの開催を団交の条件

としたことに正当な理由はない。 

４ 以上のとおりであるから、本件団交申入れに対する会社の対応は、正当な理由のな

い団交拒否に当たり、労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為である。 

 

 以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条の12及び労働委員会

規則第43条により、主文のとおり命令する。 

 

   令和７年３月14日 

                     大阪府労働委員会 

                        会長 小 林  正 啓 


